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1　フランスにおける「国家の非宗教性（ライシテ）の原則」
　　と私学助成
1－1　公教育とライシテの原則
　フランスにおいては、「教育の世俗化」をめぐる共和主義勢力と教権主
義勢力との熾烈な抗争を経て、1880年代の初頭から中葉にかけての教育
法制改革によって、近代公教育体制が法原理的に確立された。
　すなわち、フランス革命期の諸憲法草案による「教育をうける権利」の
保障表明を背景として、1881年に公教育無償法が制定され、「初等教育の
無償性」が制度化された。翌1882年には義務教育法が制定され、6歳～
13歳の義務教育制度（正確には教育義務制度）が敷かれた。また同年、国
公立学校における宗教教育を禁止する法律がもたらされ、さらに4年後の
1886年には初等教育から聖職者を全面的に排除する公教育中立組織法（ゴ
ブレ法）の成立を見るに至り、ここにおいて「教育課程および教職の世俗
化」（公教育のライシテ）が法制度上実現したのであった。
一2一
フランスとアメリカにおける政教分離の原則と宗教系私学に対する公費助成
　その後、1905年に教会と国家との関係に関し「諸教会と国家の分離に
関する法律」（いわゆる政教分離法）が制定され、この法律によって「国
家の非宗教性の原則」が法律上に確立を見たのであるが、第2次大戦後、
この原則は1946年の第四共和制憲法によって憲法上の原則に高められ（1
条）、また現行の1958年第五共和制憲法も直裁に以下のように書いて、こ
の原則を改めて明文上確認しているところである。「フランスは、不可分
にして非宗教的な（lalque）民主的かつ社会的共和国である」（2条）。
　なお、以上から知られるように、フランスにおいては法制上、「公教育
における非宗教性の原則」が「国家の非宗教性の原則」に先行して確立さ
れた（1）、という歴史的事実は注目されてよい。
1－2　「教育の自由」と私学に対する公費助成
　1795年のフランス憲法は憲法史上世界で初めて「教育の自由」を保障
したのであるが（300条）（2）、第2次大戦後のフランス憲法には「教育の
自由」を明記した条項は見当たらない。しかし、ゲルムール法の合憲性に
関する憲法院判決（1977年）も判じているように（3）、この教育法理は共
和国の基幹的な原理をなしており、それは従来、共和国の諸法律によって
承認されてきた法律上の原則たるに止まらず、1946年の憲法前文ならび
に現行憲法（1958年）1とおいても含意されている「不文の憲法上の原則」
として、憲法上の保障を受けていると解されている（4）。そして、歴史的
に、いうところの「教育の自由」の第1次的な実質を成してきているのは
「親の教育権」に対応した「私学の自由」であるから、フランスにおいては、
私学設置・経営の自由や私学教育の自由が憲法上の基本権として私人や法
人、協会など各種の団体に保障されるところとなっている。
　そしてこのコンテクストにおいて重要なのは、フランスにおいては、
「教育の自由」は原理的に「公立学校と私立学校の共存」に法的基盤を与
えるだけでなく、「私学に対する公費助成を正当化する」と捉えられてい
ることである（5）。
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　ちなみに、この点、ファルー法改正に関する憲法院判決（1994年）を
引けば、「私学が教育上の任務遂行において果たしている役割に鑑み、『教
育の自由』を保障した諸規定および原則から私学に対する公費助成が帰結
される」との法的把握である（6）。
1－3　私学助成法制の構造
1－3－1　私学に対する公費助成法の制定一ドゥブレ法（1959年）
　既述したように、フランスにおいては、1880年代の公教育化立法と
1905年の政教分離法によって「国家および公教育の非宗教性の原則」が
法制上確立されたのであるが、1880年代末から90年代初頭にかけての一
連の行政判例によって、このライシテの原則から当然ながら宗教系私学に
対する公金補助禁止という原則が導かれた（7）。
　しかし第2次大戦後、義務教育における教科書無償措置の私立学校への
適用の可否など、私学に対する公費補助をめぐる問題が「ライシテの原則」
との緊張で政治問題化するところとなり、この問題を立法的に解決する
ことが社会的に強く求められた。こうして1959年に制定を見るに至った
のが「国家と私立学校との連係に関する法律」（いわゆるドゥブレ法・loi
Debrさ）である。
　この法律は、ともに憲法上の原則である「国家および公教育の非宗教性
の原則」と「私学の自由」を法律レベルで調整し、「私学の世俗性ないし
公共性」を担保したうえで、私学に対する公費助成を教育法上の制度とし
て確立することを目的としている。
　そこで同法はまず「国は教育の自由を宣言し尊重するとともに、所定の
手続にもとづいて設置された私立学校に対してその行使を保障する」（1
条2項）と書いて、「教育の自由」「私学の自由」を改めて明示的に保障し
ている。そのうえで、国家と私立学校との関係において「公教育への契
約」という法制度を創設し、かかる契約を締結した私学は、その「固有の
性格」（caractさre　propre）を保持することは認容されるものの、国家の学
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校監督権に服し、また思想・信条によって児童・生徒の入学差別をしては
ならず、くわえて、教育上、児童・生徒の「良心の自由」を十分尊重する
ことが求められることになる（同条4項）。
　具体的には、同法は上記契約と係わって、①契約を締結しない私教育体
制、②公教育体制への統合、③協同契約体制、④単純契約体制、の4類型
を提示し、そのいずれを採るかの決定を私立学校の側に委ねたのであっ
た。こうして、上記②はともかく、①③④の体制選択の如何によって、当
然のことながら、当該私学の宗教性や特性の度合い、「私学の自由」の範
囲や強度、私学に対する公費助成の対象や範囲は異なることになるが、そ
の概要を記すと以下のようである（8）。
1－3－2　公教育への契約一単純契約（contratsimple）と協同契約
　　　　　　（contratd、association’）
　「単純契約」は初等学校だけが締結できるもので、契約を締結するため
には学校設立後少なくとも5年が経過していなくてはならない。契約を締
結した私学には学校の組織・運営や学級編制に関し、基本的には公立学校
と同じ基準が適用される。契約の期限は3年である。これに対して「協同
契約」は選択により初等学校も締結できるが、一般教育の中等学校と技術
教育・職業教育の中等学校の場合である。この契約は単純契約よりもより
強い公共規制を求めるが、しかし締約校の「固有の性格」は考慮されなく
てはならないとされる。協同契約には期限がない。
1－3－3　私学助成の概要
　国との「公教育への契約」締結の有無、契約の種類、学校段階により、
私学に対する公費補助の対象や範囲は各様である。
　まず教員の人件費と養成や研修に係る費用は、協同契約か単純契約かを
問わず、国がこれを全額負担する。そこで協同契約の学校は授業料を徴収
してはならず、単純契約の学校にあっても授業料を通常より低く設定する
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義務が課せられている。ただいずれの学校も施設・設備費および宗教教育
のための費用は徴収可能である。
　学校運営費（教材費を含む）は、初等学校については地方自治体が、協
同契約の中等教育学校にあっては国が、それぞれ公立学校と同一の基準に
もとづいて学校設置者に一括交付する。
　一方、国と無締約の私教育に属する私学の場合、初等教育学校に対する
助成は禁止されているが、中等教育学校の施設・設備費については、ファ
ルー法（10i　Falloux・1850年）の定めるところにより、地方自治体は当該
学校の年問運営費用の10％を限度として助成できることになっている（69
条）（9）。
1－3－4　私学に対する国家の監督
　国と上述した「公教育への契約」を締結した私立学校は、契約の種類や
学校段階と関係なく、国の監督に服することになる。国の教育課程基準に
原則的に拘束され、国による行政監督や財務監査も受け入れなくてはなら
ない。
　くわえて、締約私学の教員は、公立学校の場合と同じく、所轄機関と校
長によって勤務評価され、その結果はその後の職業生活において考慮され
ることになる。
　一方、国と契約を締結していない「私教育としての私学」は、校長と教
員の職業上の資格および就学義務の履行に関しては公立学校と同様の規律
に服する。しかし、それ以外の公的規制は当該私学における公序良俗の確
保、健康・衛生の確保、青少年保護に関する事柄に限られており、教育活
動に関する監督も憲法およびその他の法令に違反していないかどうかだけ
に限局されている。
1－3－5　私学教員の法的地位
協同契約を締結した私立学校の教員は、公務員法関係に立つものではな
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いが、その身分は国の被用者である。学区の所轄庁によって任命され、既
述したように、給与は国が負担する。
　単純契約体制下の教員は学校設置者が任用するが、その際、所轄庁の同
意が必要とされる。その雇用関係は労働協約によって規律されるが、協同
契約の場合と同様、給与は国が負担するところとなっている。
　私教育体制下の私学教員は民法上の被用者であり、したがって、その地
位・身分・労働関係は民法および労働法所定の規律による。
1－4　私立学校の概況
　2010年現在、フランスには小学校が37，933校、中等教育学校が11，342
校あり、それぞれ約406万2000人の児童と523万7000人の生徒が在籍し
ている。このうち私学の占める割合を学校数について見ると、小学校で
13．7％、中等教育学校のコレージュで25．2％、職業リセで39．3％、リセで
は40．4％を占めている（10）。
　内訳をまず宗派別に見ると、フランスにおけるカトリック教育の伝統を
背景として、私立学校に就学している児童・生徒のうち実に約95％はカ
トリック系私学に在籍しているのが特徴的である（11）。
　国と「公教育への契約」を締結しているか否かでは、ほとんどの私学が
締約校であり、無締約私学は小学校で1．6％（児童数）、中等学校の一般教
育学校で2．9％、職業教育学校で7．5％となっている。
　さらにその内訳をカトリック系私学について見ると、小学校の場合、単
純契約締結校が78．1％、協同契約校が21．4％で、中等教育学校にあっては
協同契約を締結している学校がほとんど（98％）を占めている状況にあ
る（12）。
　こうしてフランスにおいては改革教育学やオールタナティブの私学は
マージナルな役割しか果たしておらず、私学教育の多様性と自律性はきわ
めて乏しいものとなっている。ちなみに、国との契約非締結の改革教育学
の私学としては、シュタイナー学校がフランス全国で10校を数えている
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にすぎない（13）。
　なお、今日、フランスにはイスラム諸国からの移民が多数在住している
が、イスラム系私学は存在していない（14）。
2　アメリカにおける宗教系私学助成に関する憲法判例の動向
2－1　「信教の自由」保障と国教の樹立禁止
　アメリカにおいては、公立学校における宗派教育の禁止が法制上確立さ
れた後、これを受けて1860年代から1870年代末にかけて制定された各州
の憲法で宗教系私学に対する公費助成の禁止が明記された。
　たとえば、1879年に制定されたカリフォルニア州憲法は端的に次のよ
うに書いている。「宗派立の学校または公立学校を管理する職員の統制下
にない学校には、決して公金の補助を出してはならない。宗派的教義の教
授およびそれに関する教育は、直接または間接にこの州の公立学校で行っ
てはならない」（9条8節）（15）。
　上記のような各州憲法に先だって1791年に生まれたアメリカ合衆国憲
法は「政教分離の原則」を憲法上確立したのであるが、ただ「連邦議会は、
国教の樹立を規定し、または信教の自由な行使を禁止する法律を制定して
はならない」（修正1条）と定めているにすぎない（「信教の自由」保障と
国教の樹立禁止条項・establischmentclause）。そこで上記にいう「国教の
樹立の禁止」にいう「樹立」（establischment）が具体的に何を意味するか
をめぐって、とりわけ教育法域においては彩しい数の違憲審査事件が発生
することになる（16）。これらの事件に関する長期にわたる一連の憲法判例
によって、アメリカにおける「政教分離の原則」の具体的な法内容が形成
され確定されてきたのであるが、国教の樹立にいう「樹立」の意味内容に
っいて、歴史的に有名なエバーソン事件に関する連邦最高裁判決（Everson
v　BoardofEducation，1947）の法廷意見（厳格な政教分離主義をとるブラッ
ク判事が執筆）をここで引いておくと、下記のようである（17）。
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　「州も連邦政府も教会を設立することはできない。また一つの宗教を援
助する法律も、すべての宗教を援助する法律も、さらには一つの宗教を他
の宗教より優遇する法律も制定できない。どのような種類の税金も、その
額の多寡に拘わらず、いかなる宗教的な活動もしくは宗教的組織にも給付
されてはならない。州も連邦政府も、いかなる宗教的組織または宗教的グ
ループの業務（affair）にも、公然とであれ内密にであれ、参加してはな
らない。Jeffersonの言葉を借用すれば、国教の樹立禁止条項は『教会と国
家との間に分離の壁』（wallofseparationbetween　church　and　state）を構
築することを旨とするものなのである」。
2－2　宗教系私学助成に関する合憲性の判断基準
連邦最高裁判所は宗教系私学に対する公費補助が憲法上認められるかど
うかに関し、その合憲性判断の根拠ないし基準として、これまでに以下の
ような理論ないし基準を定立してきている。
2－2－1　子どもの利益論（child　benefit　theory）
　1930年のコクラン事件に関する判決（Cochran　v　Louisiana　Board　of
Education．1930）において連邦最高裁が依拠した理論である。
　この事件は、宗教系私学である教区学校（parochialschoo1）の児童・
生徒に対する非宗教的教科書の無償貸与を規定した、ルイジアナ州法の合
憲性が争われたケースであるが、連邦最高裁は、大要、以下のように判じ
て、上記州法は修正14条に反するものではなく、合憲であるとの判断を
示したのであった（18）。
　「州は上記の措置によって公共財産を私的に使用したことにはならな
い。なぜなら、この法律の恩恵をうけるのは子どもとその親であって、教
会ではないからである。上記措置は宗教的目的をもってはおらず、教区学
校を支援することにはならない。州はすべての児童・生徒の教育に関心を
有しており、この措置は全ての児童・生徒に便益をもたらという公共的な
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目的（publicpurpose）にもとづくものだからである。もとより、教区学
校が第1次的な受益者（primary　beneficiary）である場合には、合衆国憲
法に違反し許されるものではない」。
　このコクラン判決以降も、1960年代末から1970年代末にかけて、連邦
最高裁は三っの判決において上記ルイジアナ州法と同様の教科書無償貸与
を定める州法について、合憲であるとの見解を示している。アレン事件に
関する判決（BoardofEducationofCentSchoo1Dist．VAllen，1968）、メー
ク事件に関する判決（Meekv　Pittingeろ1975）（19）およびウォルマン事件に
関する判決（WblmanvWalter，1977）（20）がそれである。
　ちなみに、アレン事件においては公立学校と私学双方の第7学年か
ら12学年までの児童・生徒に対する世俗教科書の無償貸与を定めた、
ニューヨーク州法の合憲性が争われたのであるが、連邦最高裁は「当該教
科書は学校ではなく、児童・生徒に貸与されるものであるから、同州法は
宗教を助長するものではなく、また抑制するものでもない」と述べて、上
記州法の合憲性を確認したのであった（21）。
　なお付言すると、上述のような連邦最高裁判決に対して、各州の最高裁
は、ロードアイランド州最高裁判決（Bowermanv　O．Como蒋1968）だけ
を唯一の例外として、いうところの「子どもの利益論」を排し、宗教系私
学の児童・生徒に対する教科書の無償貸与は州憲法に違背し、違憲である
との見解を採っている（22）。
　代表的な判決例とその判旨を掲記すれば、下記のようである。
　①ディックマン事件に関するオレゴン州最高裁判決（Dic㎞an玩School
　　Dist，1961）
　　　こどもの利益を旨とする公金支出であれば許されるというのであれ
　　ば、詰まるところ、あらゆる支出がこれに含まれることになる。こど
　　もの利益論は廃棄されるべきである。
　　この理論に依拠して、宗教系私学の生徒に対する教科書無償貸与を規
　　定している州法は、州憲法に違反する。
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②パスター事件に関するミズウォーリー州最高裁判決（Pasterv
　TusseyJ974）
　　教区学校の教員および生徒に対する教科書の無償貸与を規定してい
　る州法は、州憲法に違反し無効である。なぜなら、当該宗派はその教
　義を促進するために教区学校を設置するのであり、そこにおいては宗
　派的目的（sectarian　purpose）は明白であり、また個々人も宗派的目
　的をもってそれを促進することが可能だからである。
③ブルーム事件に関するマサチューセッツ州最高裁判決（Bloomv
　School　Comm．，1978）
　　州憲法があらゆる私学へのいかなる補助も禁止していることは明ら
　かであり、私学の生徒に対する教科書無償貸与を定める州法は憲法に
　違反する。
2－2－2　公共の福祉論
　上述した子どもの利益論と基本的には同じ考え方に属するものである
が、先に触れたエバーソン事件に関する連邦最高裁の多数意見（5対4）
が打ち出した理論である。
　この事件は、公立学校と宗教系私学双方の児童・生徒に対する通学の無
償輸送（ffee　transportation）を定めたニュージャージー州法が修正1条
ないし14条に違反しないかが争われたケースであるが、連邦最高裁はい
うところの「国教の樹立」について先に引いたような法廷意見を述べたう
えで、つぎのように判じて、同法は合衆国憲法に違反するものではないと
の判断を示したのであった。「いかなる宗派も、その信仰ゆえに、公共の
福祉を旨とする立法の恩恵（bene且ts　ofpublicwelfare）から排除されては
ならない」、「バスによる無償輸送立法は、子どもたちの登下校における安
全を確保することを旨とする、福祉的な措置（welfare　measure）と見る
べきものなのである」（23）。
　ただ州レベルの最高裁は上述のような見解は採らず、概ね私学の児童・
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生徒に対する公費による無償通学措置は州憲法に違反し、違憲であるとの
立場を採っている（24）。
　たとえば、ユッド事件に関するニューヨーク州最高裁判決（Yudd猛
Board　ofEducation，1938）は「私学の児童・生徒に対する通学の無償輸送
は、これら私学への就学を奨励することになる」と判じ、またマテウス事
件に関するアラスカ州最高裁判決（Matthews肌Quinton，1961）も下記の
ように述べて、いずれも無償通学保障＝公共の福祉論を否定している。
「州憲法はあらゆる宗教系私学への公金の支出を禁止している。州が他の
方法によって私学に対して直接的な恩恵を与えることもまた、憲法によっ
て排除される」。
2－2－3　目的効果基準
　ここに目的効果基準とは国と宗教とのかかわり合いを許す立法が「政教
分離の原則」に違反しないか否かは、当該立法の目的とその効果の両面か
ら判断すべきであるとする判例理論をいう。
　この基準は1963年のシェンプ事件に関する連邦最高裁判決（School
DistrictofAbingtonTownship航Schempp）によって初めて定式化された
のであるが、そこにおいては未だ「目的」と「効果」の二つの基準にもと
づくテスト（two－parttest）に止まっていた（25）。
　そこで基準の厳格化を強めるために、1970年のウォルツ判決（Walzv
Tax　Commission）においては第3の基準として国家と宗教との「過度の
かかわり合い」という要件が付加された。
　この事件は教会の所得税を他の公益法人と平等に免税することが憲法上
許されるかどうかが争われたものであるが、連邦最高裁は大要、下記のよ
うに判じて、合憲の判断を示したのであった（26）。
　「免税は目的が世俗的であり、200年以上の長い歴史のある制度で、何
ら国教樹立の効果を伴うことなく行われてきている。もし、これを廃止す
ると、政府が教会の財産を評価するため、教会と許し難い程度にまでかか
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わり合いの状態に置かれることになってしまう」。
　ここにおいて、いうところの目的効果基準はそれぞれ独立した三っの基
準から成り、その一つでもクリアーできない場合は違憲となるというきわ
めて厳格な基準として確立されるに至ったのであるが、この基準を学校法
域において初めて適用したのが、以下に述べるレーモン事件に関する連邦
最高裁判決である。
2－3　レーモン事件に関する連邦最高裁判決（1971年）
2－3－1　事件の概要
　本件は、私立の初等・中等学校（大部分がカトリック系私学）の教員
のサラリーに対する公費助成を規定した下記2州法の連邦憲法上の合憲
性が争われた二つの訴訟を併合したものである。ペンシルベニア州の私
立初等・中等教育法（Pennsylvania　Nonpublic　Elementary　and　Secondary
Education　Act1968）とロード・アイランド州のサラリー補充法（Rhode
IslandSalarySupplementAct．1969）がそれであるが、両法の趣旨は基本
的には変わらないので、後者にっいてだけ事件の概要を記すと次のようで
ある。
　1969年に制定された上記ロード・アイルランド州法は「教員給与の急
激な上昇によって、私学が有能で熱心な教員を確保することが困難になっ
ており、その結果、私立小学校での教育の質が危うくなっている」との現
状認識にもとづいて、私立小学校の世俗的科目（secular　subjects）を担当
している教員の年収の15％を州が補助する旨を規定した。ただその場合、
生徒1人当たりの支出額が公立学校の平均額よりも少ない私学であるこ
と、公立学校で教えられている教科と同じ教科だけを担当すること、公立
学校と同じ教材を使用すること、本法によって給与の補充を受ける閲は宗
教の授業を担当しないこと、が条件とされていた。
　そこで原告（同州の納税者たる市民）は被告（本法の執行責任者である
州教育長など）を相手取り、本法が合衆国憲法の宗教条項に反する旨の宣
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言的判決と、本法の継続的執行の差止めを求めて同州連邦地方裁判所に提
訴した。
　原審の連邦地方裁判所は「本法には、たしかに世俗的目的が認定される
が、しかし宗教的事業への支援および政府と宗教との過度のかかわり合い
を生ぜしめるという効果がある」と判じて、原告の主張を認容し、裁判官
全員一致で本法は合衆国憲法の国教禁止条項に違反し違憲であるとの判断
を示した。そこで被告側が上訴し、上記ペンシルベニア州法事件と併合さ
れて連邦最高裁判所の判断を受けることになったのが本件である（27）。
2－3－2　判旨
　政教分離の原則にかかわる事件は、つぎの三つのテスト（three－part
test）によって判断されなくてはならない。
　①当該の法律は世俗的な立法目的（secularlegislativepurpose）を有す
　　るものでなければならない。
　②その法律の主要な、もしくは第1次的な効果（principalorprimary
　　effect）は、宗教を助長するものでも抑圧するものでも、ないもので
　　なければならない（neitheradvancesnorinhibitsreligion）。
　③当該の法律は政府と宗教との過度のかかわり合い（excessive
　　govemment　entanglement輌th　religion）を促進するものであっては
　　ならない。
　この三つのテストを本件の2州法に適用すると、第1の要件は充足され
ている。これらの州法は公立学校と私立学校の双方における教育水準の維
持という世俗的な目的を旨としているからである。第2の要件については
判断するには及ばない。本件の2州法はともに第3の要件を満たしてはい
ないからである。
　ロード・アイランド州のサラリー補充法は州と宗教の過度のかかわりを
促進するものと判断される。その理由は下記のとおりである。
　①カトリックの教区学校は高度に宗教的な性格を帯びているが、この学
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　　校が同法の第1次的な受益者（primarybene且ciaries）となっている。
　　サラリーの補充をうける教員は、十字架のような宗教的なシンボルが
　　ある教室や校舎で教えている。このような雰囲気にあっては、たとえ
　　教員が宗教的に中立であるように努めたとしても、世俗的な教育に何
　　らかの宗教的な内容が忍び込むことになろう。
　②教員のサラリーに対する補助は、教科書補助とは異なり、教員が宗教
　　教育をしないことを保障するために、事前に教員をチェックすること
　　ができないものである。教員は中立を守る約束をすることはできて
　　も、教室で不注意に宗教を助長することを行うかもしれない。
　③教区学校の教員が宗教的なドグマを世俗的な授業で注入しないように
　　保証するためには、州は教区学校を絶えず監視することを余儀なくさ
　　れることになる。このことは州と宗教との過度のかかわり合いをもた
　　らすことになる。
　くわえて、下記のことも州と宗教との過度のかかわり合いを促進する危
険性を孕んでいると言える。
　すなわち、政治と宗教は不可避的に混合する傾向にある。教区学校の生
徒が多数いる地域では、政治家は教区学校に対する財政的な支援の程度に
よって選出される可能性がありうる。通常、政治的な論争と分裂は、たと
えそれが激しくかつ党派に偏したものであっても、われわれの政府が民主
的な制度であるということの健全な現れであるが、しかし宗教的な線に
沿っての政治的な分割（political　division　alongreligious　lines）は、修正第
1条の国教樹立禁止条項がそれに対して保護しようとしている、主要な害
悪の一つである。このようなコンフリクトの潜在的な分散は正常な政治過
程にとって脅威となる。
　つまるところ、サラリー補充法は合衆国憲法修正第1条に違反し違憲で
ある（28）（29）。
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　これに対して、愛媛玉串料事件においては、厳格な政教分離の立場から目
的効果基準を厳しく適用して、愛媛県知事が靖国神社・護国神社に公費で玉
串料を支出したのは憲法20条3項および89条に違反し憲法上許されないとの
判断を示している（参照：芦部信喜、前出書、105頁以下）。
　なお、いうところの目的効果基準に対しては有力な反対学説も見られてい
る（参照：奥平康弘「憲法の眼」悠々社、1998年、268頁以下）。
（本学教育学部教授）
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